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人口と淡水資源
No.132で、地球の生態系の中で永続的に利用できる淡水資
源、つまり短期的に循環している淡水資源の量は、水資源全
体の100万分の9ほどしかない希少な資源であること、さらに
それは人間が全て使用してよいものではなく、淡水生物の生
態系を維持するためにも不可欠であることをご説明しました。

この希少な淡水資源には、もう一つ重要な特徴があります。
それは、その分布が非常に偏っているということです。また
人口の多い地域に十分な降水があればよいのですが、そうは
なっていません。つまり水資源の分布と人口の分布は、あま
り対応していないのです。

人口密度の高い中緯度地域は、基本的にそれほど降水が多
い地域ではありません。そしてエジプトやメソポタミア文明
の例を見るまでもなく、古代文明は乾燥地帯の大河の流域に
発達しました。これは簡単に言えば、降水地域と利用してい
る地域が違うということです。

エジプトのナイル川の場合、現在のエチオピア・アビシニア
高原に降った雨が、青ナイルの洪水を起こし、エジプトで定
期的に洪水を起こした結果、植物の成長に必要な栄養分が
十分供給されるとともに、乾燥地帯で起こりがちな塩類集積
を洗い流し、単位当たりの生産性の高い農業生産を維持する
ことができました。

エジプトの例はまさしく例外で、多くの場合、古代文明は農
地に塩類集積が起こり、農地の生産性が失われ、人口を扶
養できなくなって滅びていったと考えられています。

これをまざまざと見せつけたのが、現代における最大の環境
被害と言われるアラル海の事例です。1960年頃までは世界
で４番目の湖沼面積を誇ったアラル海は、綿花栽培のための
灌漑による取水によって干上がってしまいました。元々比較
的土壌中の塩類濃度の高い地域に現金になる綿花を栽培す
るために、湛水させ、塩分を押し下げ、その間に綿花を栽培
することを繰り返しているうちに、日本の九州ほどの大きさ
があったアラル海はなくなってしまいました。

これは旧ソ連邦時代に行われた開発事業ですが、実は旧ソ
連邦は水文学の発祥の地とも言われ、水収支の研究などもき
ちんと行っていました。その意味では、アラル海がいずれな
くなることを承知しながらも、現金に変わる綿花の魅力に勝
てなかったようです。そして、膨大な量の塩類集積が起こり、
周辺地域の健康被害もひどいものとなっています。アラル海
のような水資源に起因する環境被害は、特定の地域の問題
なのでしょうか。

下記の図で明確にわかるように、降水が多い地域と、人口
密度が多い地域は少しずれています。水は重い資源である
ため、それを運んでくることは容易ではありません。人類
史的に見ると、降水の多い地域は感染症の多い地域であり、
近現代になるまで歴史的に人口圧はあまり高くありません
でした。感染症という点から言えば、むしろ乾燥地域の方
が住みやすかったようです。このような理由もあり、古代
文明は大河の流域の乾燥地域に発達したのかもしれません。

河川水を利用した灌漑などは、基本的に高低差を利用して
重力のエネルギーを使って水を運びます。古代文明をはぐ
くんだ大河は、自然にそのような環境条件を満たしていた
と言えます。しかし降水のある地域と、それを利用する地
域が異なっている場合、重い水を重力に逆らって運ぶこと
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図　アラル海の変化　2000年から2013年ⅰ
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は容易ではなく、基本的に人口密度の高い地域で、水スト
レスが高まることになります。

右は流出水量の多い地域と少ない地域を表した図ですが、降
水量の分布とほぼ同じと言えると思います。さらに水ストレ
スの図と人口密度の図を比較してわかることがあります。人
口密度は低いにも関わらず、アメリカの中西部の水ストレス
が深刻な状況となっています。この地域は世界の穀倉地帯
として、世界の食料安全保障に決定的と言ってよいほどの
重要性を持った地域です。降水量分布を見ても分かる通り、
この地域は降水が少なく、ほとんど水が補給されない化石
水と言われる地下水に依存しています。そのオガララ帯水
層の枯渇が予測されてきましたが、現在ではかなり逼迫し
た状況にあるようです。近い将来、これらの地下水の枯渇
が18億人に影響するという推計も出ています。

また豊葦原瑞穂の国と言われる日本は、水の豊かな国だと
思われていますが、実はそうでもありません。現在、日本
人は生活用水だけで一人当たり300リットルの水を使用し
ていますⅴ。これは年間一人当たり109.5tの水を使用してい
ることになります。以下の表を見て分かる通り、日本の一
人当たり年間降水量は4.96tに過ぎません。実は一人当たり
ではサウジアラビアの6.23tよりも少ないのです！

日本を取り巻く食料問題と水資源の問題については、次号
で考えていきましょう。	 （楠本　修）

平均年流出量（mm/year）のグローバルな分布
（東京大学　沖, 鼎研究室）ⅲ

水ストレス（渇水指数）のグローバルな分布
（東京大学　沖, 鼎研究室）ⅳ

脚注及び出所
ⅰ http://svs.gsfc.nasa.gov/30165
ⅱ http://neo.sci.gsfc.nasa.gov/view.php?datasetId=SEDAC_POP
ⅲ �沖 大幹, 鼎 信次郎, 地球表層の水循環・水収支と世界の淡水資源の現状および今世紀の展望, 地学雑誌, Vol. 116（2007）No. 1 P 31-42, 編集・発行 : 公益社団
法人 東京地学協会

ⅳ 同上
ⅴ「日本の水資源と水循環の現況」「平成26年版日本の水資源について」国土交通省 水管理・国土保全局 水資源部、平成26年8月。

ここで水資源量とは、降水量から蒸発散量が引かれ表流水・地下水となった量（国際河川の影響も考慮）。
資料：国連食糧農業機関ウェブサイト「AQUASTAT」、国土交通省水資源部「平成15年版日本の水資源」

（世界全体の降水量は1977年開催の国連水会議における資料）

ⅴ
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R e p o r t

JPFP合同部会開催—IPPF次期事務局長を
迎えて

故 加藤シヅエ参議院議員が設⽴発起⼈に名を連ね、その設
⽴から⽇本と密接な協⼒関係にある国際家族計画連盟

（IPPF）より、アルバロ・ベルメホ次期事務局⻑及びルシ
アン・クアク アフリカ地域事務局⻑が、⾕⼝百合チーフ資
⾦調達アドバイザーとともに「UHCフォーラム2017（12月
13〜14日）」参加のため来⽇しました。

⽇本政府はかねてより国際開発分野としてユニバーサル・ヘ
ルス・カバレッジ（UHC）を重視しており、本フォーラム
は外務省、財務省、厚⽣労働省、世界銀⾏、世界保健機関

（WHO）、国連児童基⾦（UNICEF）、UHC2030、国際協⼒
機構（JICA）の共催で開催されました。ハイレベルオープ
ニングセッションで、ベルメホ次期事務局⻑は安倍晋三内閣
総理大臣を含む世界の要⼈たちとともに⼀堂に会し、その後、
安倍総理を表敬するなど、次期IPPF事務局⻑として幸先の
良いスタートとなりました。中根⼀幸外務副⼤⾂との会談で
は実質的な協議を⾏い、⽇本とIPPFの関係をさらに深化し
ていくことを確認しました。

12月13日、国際人口問題
議員懇談会（JPFP）合
同部会は、この機会に訪
⽇したベルメホ次期事務
局⻑を招き開催されまし
た。ベルメホ⽒は、6年
間に渡ってIPPFを率い
てきたテウォドロス・メ
レッセ元事務局⻑の後を

継ぎ、来年3⽉に事務局⻑に就任する予定です。スペイン
出⾝のベルメホ⽒は、同国マドリード・コンプルテンセ⼤
学で医学博⼠号、のちに英国リーズ⼤学で修⼠号（公衆衛
⽣学）を取得した医学公衆衛⽣の専⾨家として、国際⾚⼗字・
⾚新⽉社をはじめとする国際機関で、数多くの事業を成功
させてきた豊富な経験を持っています。

持続可能な開発目標（SDGs）を達成するためには⼈⼝の
安定化への努⼒が不可⽋です。そのためには、家族計画を

含むリプロダクティブ・ヘルス（RH）サービスを全ての⼈
が利⽤できるようになることが不可⽋と⾔えます。IPPFは、
現在150か国以上のRHサービスを推進している家族計画協
会を擁する連盟として、草の根の活動を中⼼に⼈⼝問題へ
の具体的な取り組みを推進しています。

合同部会開催に当たり、冒頭、逢沢⼀郎JPFP会⻑代⾏から、
「この度のUHC会議は、⽇本の国際貢献の⼤きな柱であり、
国連、国際機関、市⺠社会、企業など、⽇本の総⼒を挙げ

てSDGsに取り組む
に当たり、IPPF等国
際機関との共通理解
をさらに深めたい」
との挨拶があり、重
ねて、IPPF次期事務
局⻑の来⽇を歓迎し
ました。

続いて、ベルメホ次期事務局⻑は、17年前に国際⾚⼗字社
国際保健部⻑として、“Health for All”に関するNHKテレ
ビ討論会出席のための訪⽇を⽪切りに、世界エイズ・結核・
マラリア対策基⾦（Global Fund）の理事会メンバーとして、
さらには国際HIV/AIDS Alliance事務局⻑としてこれま
で3度訪⽇し、今回IPPF次期事務局⻑として4度⽬の訪⽇
を嬉しく思うと話し、IPPF創設以来60年以上に及ぶ⽇本の
貢献に感謝を述べました。また、RH、⼈⼝問題を含む
UHC分野において、政治・経済⾯に加え、理念・思想の
⾯でも⽇本がリーダーシップを発揮していることは⾮常
に⼤きな意味を持つことを強調し、米国をはじめ世界が
混沌とした状況にある中、IPPFは今後もUHC実現に向
け、公平、ジェンダーの平等を担保しつつ、RHの拡充・
⼥性の選択の確保に取り組んでいきたいと抱負を語り
ました。

クアク アフリカ地域事務局⻑からは、⽇本政府と国⺠に対
し、アフリカへの⽀援に対する感謝と、継続的な協⼒への
期待が寄せられました。そのためにも2019年に7回⽬を迎
えるアフリカ開発会議（TICAD）開催に向けて、⽇本とア
フリカの国会議員の連携を強化する上でも、ぜひAPDAと
実際的な協⼒を進めたいと話しました。そして、⻑年のキ
ーパートナーであるジョイセフにも感謝の意を表しました。

逢沢一郎JPFP 会長代行（右）
アルバロ・ベルメホ IPPF次期
事務局長（左）

増子輝彦JPFP 副会長（中央）
ルシアン・クアク IPPFアフリカ地域
事務局長（右）
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質疑応答
IPPFからの発表に続き、JPFPメン
バーからの質問を交えた意⾒交換
が⾏われました。まず牧島かれん
JPFP⼥性問題部会副部会⻑より、
健康・医療情報などの発信のツー
ルとして、SNSなどの活⽤について
の質問がなされました。⻩川⽥仁志議員からは、昨年訪問
したインドネシア、東ティモールでのマラリア、HIV/
AIDS、結核の取り組みに触れ、当事者⾃らが啓発活動に
関わる重要性、また受け⼊れる社会がオープンでなければ
ならないことが指摘されました。看護師・保健師でもある
⽊村弥⽣議員からは、JPFPは先輩議員が重要視していた議

連で、RH/ライツは⾃らの活動に
とっても根幹のテーマであること、
また⽣涯を通じての⼥性の健康、
⼦育て⽀援にこれからもしっかり
努⼒していきたいとの発⾔があり
ました。

ベルメホ次期事務局⻑は、牧島議
員の質問に対し、「アフリカでも
SNSが普及しており、特に思春期
の若者の⾏動変容をもたらすため
に有効な⼿段となっている。さらに、
ブログが校外での最⼤の教育提供
の場となっている例や、RHサービ
スが検索可能になったことで、その利⽤が容易になった事
例があり、そうしたサービスを外部評価できるサイトを通

じた社会への発信が、ひいては⼥性のエンパワーメントに
繋がっている」と紹介しました。さらに、スマホは単に情
報伝達⼿段であるにとどまらず、ソフトウエアを組み込む
ことで、今後HIV/AIDSや妊娠検査などの⾃⼰診断、避妊
などの⾃⼰管理の手段となり得る可能性に言及しました。
最後に、⽇本の明るい未来を象徴するような、若い議員か
らの重要な質問および意⾒に対し感謝を述べました。

この回答に補⾜する形で、クアク 
アフリカ地域事務局⻑が、IPPFの
新たな技術への取り組みの⼀環と
して、世界から6⼈選出されるIPPF
中央理事会外部顧問に、仲條亮⼦
YouTube⽇本代表／グーグル合同
会社執⾏役員を迎えたことを報告
しました。これらの発⾔を受け、逢沢⼀郎JPFP会⻑代⾏は、
40億に達するかもしれないアフリカの⼈⼝問題の解決が、
SDGsの達成には不可⽋であり、アフリカの⼈々の⾃助努
⼒を国際社会が⽀援し、世界がその認識を共有しなければ
ならない、と発言しました。

続いて、⽯井澄江ジョイセフ理事⻑は、JPFPの活動に感謝
を述べた上で、「これからもIPPFとの協⼒を通して、若い
⼥性が⾃分の将来を選べるための努⼒を継続するので、引
き続きの⽀援をお願いしたい」と発⾔し、楠本修 アジア人
口・開発協会（APDA）事務局⻑/常務理事は、「世界で
活躍するNGOの⼤半は欧⽶のNGOであり、それは欧⽶の
政府が⾃国のNGOを戦略的に⽀援し、財源を確保するこ
とで、NGOが活動できる基盤を確⽴しているためである。

⽇本にとっても国際的に影響⼒を持つ
⽇本のNGOを育成発展させることは
有意義なことであり、ぜひ対策を考え
て欲しい」と発⾔しました。

これを受けて逢沢⼀郎JPFP会⻑代⾏
は、「この指摘は⾮常に重要であり、
⼒をつけてきた⽇本のNGOの活躍を
⽇本政府としても後押しできる体制
を、⽶国やEUなどを⾒ながら戦略的
に考えていかなければならない」と結
び、閉会となりました。

牧島かれんJPFP女性
問題部会副部会長

木村弥生 衆議院議員

黄川田仁志 衆議院議員

左藤章 衆議院議員

ハイレベルオープニングセッション（写真提供：内閣広報室）
http://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ghp/page11_000064.html
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議連合同による栄養シンポジウム「適切な栄養を
すべてのお母さん、子どもたちに！」開催

1月25日、衆議院第一議員会館国際会議室において、国際母
子栄養改善議員連盟、栄養士議員連盟、GF日本委員会議員
タスクフォース、JPFP、ストップ結核パートナーシップ推進
議員連盟、世界の子どもたちのためにポリオ根絶を目指す議
員連盟、日本・アフリカ連合（AU）友好議員連盟、日本・
パレスチナ友好議員連盟、日露友好議員連盟、ワクチン予防
議員連盟、NPO議員連盟、SDGs外交議員連盟、2020年東京
オリンピック・パラリンピック推進議員連盟および
UNICEF、WHO、国連世界食糧計画（WFP）、国連食糧
農業機関（FAO）、国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）
等国連関係議員連盟の共催・協力で表記会合が開催され、
国会議員、国連機関、省庁、NGOなど関係者、延べ100人
以上が出席しました。

全ての人に必要な栄養を確保することは、昨年12月にUHC
フォーラム2017で採択された共同宣言を推進し、さらに
SDGsを達成するために重要な課題となっています。特に
2020年には、東京オリンピック・パラリンピック競技大会
に合わせ、栄養サミットの開催が予定されており、我が国
としての積極的な関わりが必要な分野です。人口問題に取
り組む上でも、適切な栄養の確保は健康の基盤として、健
全な次世代の育成に欠くことのできない要素であり、人口
と食料安全保障という観点から、JPFPが設立以来取り組ん
できた課題でもあります。

会議は3部から成り、第一部「アフリカと栄養」、第二部「難
民と栄養」、そして第三部「オリパラに向けて～地球市民と
して栄養・食・いのちを語ろう」と題し、基調講演、パネ
ルディスカッションに続き、それぞれの立場からの発表が
なされました。

第一部では、鈴木馨祐FAO議連事務局長の司会で、逢沢
一郎 国際母子栄養改善議連副会長より開会の辞、高木美智

代 厚生労働副大臣の挨拶に続き、FAO及びビル&メリン
ダ・ゲイツ財団による基調講演、各議連を代表しての意見
交換に加え、加藤廣子 日本栄養士連盟会長が挨拶を述べま
した。

第二部は木村弥生衆議院議員が司会を務め、国連パレスチ
ナ難民救済事業機関（UNRWA）事務局長と保健局長が、
パレスチナ地域の難民にとって最大の課題となっているの
が糖尿病などの生活習慣病であること、その原因が適切な
食事がとれない状況であること、従って緊急支援と同時に
生活改善の努力、社会的な正義が実現されることが必要で
あると述べました。

続けて、大野元裕 日本・パレスチナ友好議連幹事長が、難
民地域での救援活動に携わった経験から発言をし、UNHCR
議連会長・JPFP会長代行でもある逢沢一郎衆議院議員より、

「地球上の120人に1人が難民で、世界全体で6500万人という
数に上る。その対策としてまず大切なのが栄養と教育であっ
て、その充実に向けた努力が必要だ」と述べました。また生
方幸夫衆議院議員からは、「長年にわたってJPFP活動に参
加し、難民キャンプやスラムなども視察した。そこで最も被
害を受けているのは女性と子どもであり、RHなどの対処を
はじめとする人口問題への取り組みが非常に重要だ」との
発言がありました。さらに参加議員の中から、「難民問題で
は宗教問題などがクローズアップされるが、その背景には
食料問題などがあり、それがなければ難民問題も生じない
ことが多い。具体的に食料の安定供給などの問題を解消す
ることが重要だ」との発言もありました。

第三部では、木原誠二 SDGs外交議連事務局長、羽田雄一
郎 UNICEF議連事務局長が共同司会を務め、各議連を代
表した参加議員からの挨拶に続いて、2020年に向けた各省
庁、企業の取り組みなどが示されました。

増子輝彦JPFP副会長は、JPFPが世界最初の持続可能な開
発問題に取り組む超党派議連として設立され、持続可能な
開発の概念が日本のリーダーシップで構築されたという歴
史的経緯に触れた後、SDGsを達成するためには国会議員活
動が不可欠であり、昨年9月にAPDAがインドで開催した
アフリカ-アジア議員会議でそのことを明確に宣言し、世
界的にアピールしたことを説明しました。さらに、この
SDGs達成に向けて、それぞれの分野で活躍する各議連に
連携を呼びかけました。最後に、山東昭子 国際母子栄養
改善議連会長の挨拶で閉会しました。
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